
令和元年度執行事務事業

施策名 基本事業 番号 事務事業名

こどもの健やかな
成長と子育て支援

少子化対策の推進 1 不妊治療費助成事業

2 不育症治療費助成事業

3 子宝祝金支給事業

4 子ども・子育て支援事業計画推進事業

5 子ども・子育て支援事業計画策定事業

6 とちぎ結婚支援センター運営参画事業



年 月
年度

３

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 1 3 25 日
評価対象年度　令和 元 政策体系コード 3211

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 母子保健係 担当課長名 川﨑光子

政　　策 安心して子育てのできるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 こどもの健やかな成長と子育て支援 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 少子化対策の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 現金・現物給付事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 ３－②－１

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

不育症治療費補助金受給者数
人 0 4 0 3

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

申請に来た不育症被治療者 人 0 4 0 3

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

申請者のうち、出産予定及び
出産した者の割合（流産・死産

人 0 50 0 100

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

子育てに負担や不安を感じて
いる保護者の割合

％ 61.3 65.3 71.2 76.0 75.0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（目標） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 0 263 0 249
事業費計（A) 千円 0 263 0 249 0

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

補助金 0 補助金 263 補助金 0 補助金 249

正規職員従事人数 人 1 1
のべ業務時間 時間 80 80
人件費計（B) 千円 305 306 0 0 0

トータルコスト（A)＋（B) 千円 305 569 0 249 0

事務事業マネジメントシート

事務事業名 不育症治療費助成事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6920 一般 4 1 1 不育症治療費助成事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｈ25年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市不育症治療費補助
金交付要綱

・不育症治療費助成事業の周知のため、ホームページ掲載　(年間)
・広報掲載し事業の周知　(８月、２月)
・ポスター・チラシを作成し関連医療機関、安足健康福祉センター、庁内関係部署に配布　(９月)

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

Ｒ３年度
（見込）

医療保険適用外の不育症治療を受けた夫婦
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

Ｒ３年度
（見込）

治療費の一部を補助することで、高額となる不
育症治療を受けやすくする。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

子どもを産み・育てたいと思っている夫婦が、出
産・育児に対する適切な支援を受けられる。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

不育症治療の経済的負担の軽減を図るため、
医療保険適用外の不育症治療費の一部を助成
する。

・30万円を限度に、不育症治療にかかる保険適
用外の医療費の2分の1の額を助成。

・申請は1年度に1回とし、5回を限度とする。

・給与所得控除後の金額の夫婦合算が７３０万
円未満の方が対象。  

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 不育症治療費助成事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 母子保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

１．事務事業の現状把握【DO】
（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組
事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成25年度から、不育症治療の経済的負担の軽減を図るため、一般事業として、医療保険適用外と
なった不育症治療費の一部助成を開始した。市長マニフェストでは「医療費助成制度の充実」が掲げら
れており、このマニフェスト実現充実に向けて、実施計画事業に計上した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

市では平成25年度から事業を開始した。
（平成２４年度中に不育症治療でよく行われるヘパリン注射が保険適用となり、被治療者の経済的負担
が軽減されている。）

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

平成24年2月議会一般質問で、不育症治療費助成開始について要望があった。
市長マニフェストに「医療費助成制度の充実」が掲げられた。

医療機関にポスター掲示を依頼し、事業の周知を図った。

結びついている
理由・
改善案

子どもを望んでいる夫婦に対し、医療保険適用外の不育症治療費の一部助成をすることは、政策体系
に結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

子どもを望んでいる夫婦に対し、医療保険適用外の不育症治療費の一部助成をすることは、政策体系
に結びつく。

妥当である
理由・
改善案

この事業は治療費の一部を補助することで、高額となる不育症治療を受けやすくすることを目的として
実施しており、対象と意図は妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

補助を必要としている家庭に対し、当該制度の周知を図っていくことで、経済的に安心して治療を受け
る夫婦が増加することにより、出産する者の割合も増加すると考えられる。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

不妊治療助成事業と同額の所得制限を設けており、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

不育症治療を受けている夫婦の経済的負担を軽減するため、治療に要した保険適用外治療費の一部
を助成するものであり、受益者負担は適正である。

総
合
評
価

すべての不育症治療費が医療保険の適応となった時

成
果

向
上

〇

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

今後も医療保険の適応とならない治療費
を理由に躊躇することなく不育治療を受
けることができるよう、継続して事業の周
知を行う。

不育症治療を受けている方に対して、医療機関等を含め、事業の周知
を図っていく。



年 月
年度

３

２

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 2 6 12 日
評価対象年度　令和 元 政策体系コード 3211

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 母子保健係 担当課長名 川﨑光子

政　　策 安心して子育てのできるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 こどもの健やかな成長と子育て支援 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 少子化対策の推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 現金・現物給付事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 ３－②－１

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

不妊治療費補助金支給者数
人 114 105 104 114

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

申請についての相談者 人 157 132 117

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

相談者のうち、申請した者の割
合

％ 72.6 79.5 88.9

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

子育てに負担や不安を感じて
いる保護者の割合

％ 61.3 65.3 71.2 76.0 75.0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（目標） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 10,988 10,378 10,490 11,329
事業費計（A) 千円 10,988 10,378 10,490 11,329 0

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

補助金 10,988 補助金 10,378 補助金 10,490 補助金 11,329

正規職員従事人数 人 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 558 558 558 558
人件費計（B) 千円 2,129 2,132 2,129 2,129 0

トータルコスト（A)＋（B) 千円 13,117 12,510 12,619 13,458 0

事務事業マネジメントシート

事務事業名 不妊治療費助成事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6880 一般 4 1 1 不妊治療費助成事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｈ18年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市不妊治療費補助金
交付要綱

・不妊治療費助成事業の周知のため、ホームページ掲載　(年間)
・広報掲載し事業の周知　(８月、２月)
・ポスター・チラシを作成し関連医療機関、安足健康福祉センター、庁内関係部署に配布　(９月)
・健康増進課において申請を受け、書類審査・助成の決定を行い、不妊治療費の助成を行った。（年間）

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

Ｒ３年度
（見込）

医療保険適用外の不妊治療を受けた夫婦
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

Ｒ３年度
（見込）

治療費の一部を補助することで、高額となる不
妊治療を受けやすくする。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

子どもを産み育てたいと思っている夫婦が、出
産・育児に対する適切な支援を受けられる。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

・不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医
療保険適用外の不妊治療費の一部を助成す
る。

・県の不妊治療に要した費用の給付を受けた場
合は、県助成額控除後の１/２を１年度１５万円
を限度に助成。

・平成２５年度治療費分から所得制限を設け
る。
　　給与所得控除後の金額の夫婦合算が７３０
　　万円未満の方が対象。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 不妊治療費助成事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 母子保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

１．事務事業の現状把握【DO】
（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組
事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

医療保険適用外の体外受精・顕微授精等の治療を受けた場合、高額な負担となることにより治療費の
一部の助成を平成１８年度より開始した。当初は第１子の治療に限っていたが、平成２２年度より第２
子以降の治療も対象。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

子どもを望んでいるにもかかわらず子どもに恵まれない夫婦は１０組中１組ともいわれており、不妊治
療を受ける夫婦も増加している。平成２７年度国の補正によりＨ28.1.20より初回治療の助成額増額（３０
万円限度）と男性不妊治療の助成拡大（１５万円限度）。平成２８年度からは国の公費助成対象が妻の
年齢が４２歳までとなる。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

平成21年12月、佐野市補助金等交付検討委員会から「少子化対策として有効な制度と考えられるた
め、第2子以降も助成の対象とすべきである」との提言があった。
平成24年2月議会一般質問で、不育症治療費助成開始について要望があった。

近隣の医療機関等へ事業概要の周知を図るため、ポスター掲示を依頼した。

結びついている
理由・
改善案

子どもを望んでいる夫婦に対し、医療保険適用外の不妊治療費の一部助成をすることは、政策体系に
結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

子どもを望んでいる夫婦に対し医療保険適用外の不妊治療費の一部助成をすることは、政策体系に
結びつき、少子化対策の推進を図る上でも市が行うべき事業である。

妥当である
理由・
改善案

この事業は治療費の一部を補助することで、高額となる不妊治療を受けやすくすることを目的としてお
り、対象と意図は妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

事業のＰＲをし、対象者への制度の周知を徹底させる。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

不妊治療に対する助成であり、申請額をみると上限の１５万円を支給する者の率が高いことから、事業
費は年々増加している。助成対象には県の不妊に悩む方への特定治療支援事業と同様の所得制限を
導入した。なお、事業費は補助金のみ。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担を見直す
必要がある

理由・
改善案

不妊治療を受けている夫婦の経済的負担を軽減するため、治療に要した保険適用外治療費の一部を
助成するものであり、受益者負担は適正である。

総
合
評
価

すべての不妊治療費が医療保険の適応となった時

成
果

向
上

〇

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

○不妊治療を受けている方に対して、医療機関等を含め、事業の周知
を図っていく。



年 月

年度

３

２

１

１ 市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

実施方法

扶助費

事業費

12,70012,500

項目

7,700

Ｒ１年度（実績）

12,500

119

3

Ｈ17年度～　　年度
リーディングプロジェクト

事務事業名 子宝祝金支給事業

基本目標

政　　策

一般

単年度繰り返し

施　　策

2 子宝祝金支給事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

5923

款

0420

1
110

項目

1,000

単位

65.3

Ｈ２９年度
（実績）

61.3 71.2％

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

5,000

政策
体系

予算
科目

元

12,700

Ｒ３年度（目標）

0
項目

令和

事業費

Ｒ２年度
（目標）

77.4

佐野市子宝条例及び施行
規則

110 110
420 420

12,320トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

110
420

1人

時間

13,220

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

日

担当課

担当課長名

Ｒ２年度（目標）

126

該当なし

Ｒ３年度
（目標）

継続事業

実施計画事業

125

100.0 100.0

Ｒ２年度
（目標）

支給決定件数/申請のあった
件数

％

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

100.0

1

12,920 13,120

1

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

安心して子育てのできるまちづくり

予算細事業名

こどもの健やかな成長と子育て支援

少子化対策の推進

2

根拠
法令

条例等

1,000

128

１．事務事業の現状把握【DO】

Ｒ３年度
（見込）

11,500

Ｒ１年度
（実績）

100.0

Ｒ２年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

127

対象指標

件

Ｒ１年度
（実績）

こども福祉部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

125

こども支援係

Ｒ３年度
（見込）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

119

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

2

担当係

・申請の受付と支給決定
・祝金の支給

作成日
事務事業マネジメントシート

任意的事業

こども課

政策体系コード 3211

直営

鈴木　秀明

市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価）

新規事業・継続事業

該当なし

健やかで元気に暮らせるまちづくり

・次世代を担う子の出産を奨励し、豊かで活力
あるまちづくりに資することを目的として、３人
目以降の子一人につき１０万円を支給する。
・申請期間
　第３子以降の子の出産後３月を経過した日
から１年以内
・活動内容
　申請書の受付、審査及び支払処理

担当
組織

担当部

127

目

現金・現物給付事業

事
業
区
分

1,490
11,310

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 12,800
10,900

千円県支出金

11,900

活動指標

子宝祝金支給決定件数

目
的

第３子以降の出生児で申請のあった
件数

成果指標

・第３子以降の出生児
・第３子以降の子の出産を行った者又はその
配偶者

千円

Ｈ２９年度（実績）

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

子育ての経済的・精神的負担感が軽減され
る。

こどもの養育にかかる費用を軽減する。

子育てに負担や不安を感じて
いる保護者の割合

Ｈ３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 扶助費

投
入
量

財源内訳 単位

事業費

12,800扶助費

項目

0

Ｈ２９年度
（実績）

128

上位成果指標

事業費

扶助費

11,900
項目

単位

件

単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

単位

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｈ２９年度
（実績）



受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

次代を担う子の出産を奨励する事業であり、受益者負担を求める必要はない。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

×○

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果

コスト

向
上

維
持

× ×

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持 現状維持により対象外

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

こども課 担当係 こども支援係子宝祝金支給事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

こども福祉部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
旧田沼町で実施していた子宝祝金を、新佐野市において第３子以降の出産に限定し継続実施。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

特になし。

平成１７年第２回定例会において、支給額拡大についての質問、平成２６年第３回定例会において、「祝金を１００万円に
したらインパクトがあるのではないか」との質問、平成２７年第２回定例会において、「祝金を２０万、３０万に増額したらど
うか」との質問、平成３１年第１回定例会において、「子育て支援金として１００万円を分割で支払ったらどうか」との質問
があった。

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

必要最小限のため削減の余地はない。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がない
理由・
改善案

出生届提出後、児童手当、こども医療費助成資格申請時に、該当世帯に申請書を渡し、直接説明し
ている。
子育て情報誌、ホームページ等により周知、広報している。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

経済的支援を行うことにより、こどもの養育にかかる費用の負担軽減に貢献する。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

市として次代を担う子の出産を奨励し、豊かで活力あるまちづくりに資するため市が行わなければな
らない。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

多子世帯の子育て支援の祝金であるため、対象と意図は妥当である。

市が行わなければならない

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

市単独の多子世帯への子育て支援事業であり、終了することは難しい。

平成１８年度より篤志者の寄付を財源に「さのっこ子育て支援金支給事業」を実施していたが、財源
が枯渇したことにより廃止となった。

維持

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？



年 月

年度

３

２

１

１

0

Ｈ２９年度
（実績）

3

上位成果指標

事業費

委員報酬

2,345
項目

単位

回

単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

単位

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｈ２９年度
（実績）

61.3

事業費項目

活動指標

子ども・子育て会議の開催

目
的

中学校終了前児童数

成果指標

子ども
子どもの保護者

千円

Ｈ２９年度（実績）

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

結婚、妊娠、出産、子育ての希望をかなえる

子どもが心身ともに健やかに成長できるような
環境が整備されることの見通しが立つことによ
り、安心して、妊娠、出産と子育てができるよう
になる。

妊娠届出数

Ｈ３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 委員報酬

投
入
量

財源内訳 単位

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 0
2,345

9

千円県支出金

99

2

担当係

平成31年2月に実施したニーズ調査を基礎資料に、「第2期佐野市子ども・子育て支援事業計画」を
令和2年3月に策定した。
策定庁内検討委員会　3回（6/19、10/9、10/25）
子ども・子育て支援確保方策検討部会　2回（8/9、9/30）
子ども・子育て会議　2回（7/10、10/23）
パブリック・コメント　2月19日から3月19日まで

作成日
事務事業マネジメントシート

任意的事業

こども課

政策体系コード 3211

一部委託

鈴木　秀明

市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

健やかで元気に暮らせるまちづくり

子育てに関するニーズ調査を実施し、「第２期
佐野市子ども・子育て支援事業計画」を策定
し、子育て環境の充実を図る。
平成30年度　ニーズ調査を実施し、量の見込
みの推計を行う。
令和元年度　推計された量の見込みを基礎資
料として「第２期佐野市子ども・子育て支援事
業計画」を策定する。

担当
組織

担当部

2

目

計画策定・管理事業

事
業
区
分

Ｒ１年度
（実績）

こども福祉部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

3

こども育成係

Ｒ３年度
（見込）

2

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

2

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

9,497

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

子育て世帯数（中学生まで） 9,899

Ｒ２年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

13,420

対象指標

人

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

安心して子育てのできるまちづくり

予算細事業名

こどもの健やかな成長と子育て支援

少子化対策の推進

1

根拠
法令

条例等

世帯

14,337

１．事務事業の現状把握【DO】

子育てに負担や不安を感じている保
護者の割合（未就学児、小学生）

Ｒ３年度
（見込）

2,904

9,681

Ｒ１年度
（実績）

90.7子育てを楽しいと感じることの
方が多い保護者の割合

％

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

98.3

％ 65.3

3

4,491 0

3

日

担当課

担当課長名

Ｒ２年度（目標）

75.0

通信運搬費 131 業務委託料

236

該当なし

Ｒ３年度
（目標）

新規事業

実施計画事業

13,747

90.3 97.2 97.3

Ｒ２年度
（目標）

208 416
794 1,587

3,139トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

0

人

時間

0

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

令和

事業費

業務委託料 2,106

910

Ｒ２年度
（目標）

900

子ども・子育て支援法
子ども・子育て会議条例

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

1

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

政策
体系

予算
科目

1

76.0

0

Ｒ３年度（目標）

0
項目 項目

単位

742

Ｈ２９年度
（実績）

793 690件

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

00

3

H30年度～R1年度
リーディングプロジェクト

事務事業名 子ども・子育て支援事業計画策定事業

基本目標

政　　策

一般

期間限定複数年度

施　　策

2 子ども・子育て支援事業計画策定事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

5670

款

通信運搬費消耗品費

市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

実施方法

事業費

2,805

98

項目

Ｒ１年度（実績）

2,904

71.2

14,066

9,941



事業終了

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

維持

効
率
性
評
価
公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がない
理由・
改善案

本事業は子ども・子育て支援法に基づく計画の策定であり、国から示された方法に従い事業を実施
しているため。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

「子ども・子育て支援事業計画」は、子ども・子育て支援法第61条に基づく、本市における子ども・子
育て支援制度の基本的な考え方を示す「市町村子ども・子育て支援事業計画」であり、「こどもの健
やかな成長と子育て支援」の政策体系に結び付いている。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

子ども・子育て支援法により、市は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確
保、その他子ども・子育て支援法に基づく業務の円滑な実施に関する計画を５年ごとに策定するこ
とが義務付けられている。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

子ども・子育て支援法は、こども及び保護者に必要な支援を行うことによって、こどもが健やかに成
長することができる社会の実現を目的としており、そこで策定することとしている「子ども・子育て支
援事業計画」は、本市における子ども・子育て支援の基盤整備につながるため。

市が行わなければならない

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

人件費の削減と専門的知識を持った者からの支援を得るために、事業の一部について業務委託を
行っているが、委託先の選定にあたっては入札を実施しているため、これ以上の事業費や人件費
の削減は難しいため。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

こども福祉部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
子ども・子育て支援法で、地域における子ども・子育て支援の基盤整備となる「子ども・子育て支援事業計画」を市町村
で策定することとなっており、現行計画が令和元年度末をもって終了となることから、子育てに関する生活実態や要望
等について把握を行い、その次期計画（令和2（2020）年度から5か年）の策定を行うことになった。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

「ニッポン一億総活躍プラン」が閣議決定されるなかで、子育て環境の充実化が求められており、よ
り子育て支援の基盤の強化が求められるようになる。

市議会において、第1期計画の反省点を踏まえて、第2期計画の策定に遺漏の無いようにとの意見
をいただいた。

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

こども課 担当係 こども育成係子ども・子育て支援事業計画策定事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

コスト

向
上

維
持

× ×

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者が特定されないため。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべ
き課題（壁）とその解決策

×〇

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果



年 月
年度

３

２

１

１ 市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

実施方法

負担金負担金

事業費

213197

項目

213

Ｒ１年度（実績）

197

41,248 40,100

3

H28年度～　　年度
リーディングプロジェクト

事務事業名 とちぎ結婚支援センター運営参画事業

基本目標

政　　策

一般

単年度繰り返し

施　　策

2 とちぎ結婚支援センター運営参画事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

5677

款

1
30

114114

1
30

項目

単位

742

Ｈ２９年度
（実績）

213

793 690件

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

政策
体系

予算
科目

1

213

Ｒ３年度（目標）

213
213

項目

令和

事業費

910

Ｒ２年度
（目標）

900

少子化社会対策基本法
次世代育成支援対策推進法

30 30
114 114
310トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

30
114

1人

時間

272

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

日

担当課

担当課長名

Ｒ２年度（目標）

236

該当なし

Ｒ３年度
（目標）

継続事業

実施計画事業

40,597

71 93 93

Ｒ２年度
（目標）

とちぎ結婚支援センター登録
者件数（佐野市内）

件

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

66

1

311 327

1

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

安心して子育てのできるまちづくり

予算細事業名

こどもの健やかな成長と子育て支援

少子化対策の推進

1

根拠
法令

条例等

41,943

１．事務事業の現状把握【DO】

Ｒ３年度
（見込）

197

Ｒ１年度
（実績）

91

Ｒ２年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

回

40,100

対象指標

とちぎ未来クラブ主催・共催の婚
活イベントのHP掲載による周知

人

3

Ｒ１年度
（実績）

こども福祉部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

6

6

こども育成係

Ｒ３年度
（見込）

6

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

6

6

3 1

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

2

担当係

県や市町、関係団体で構成する「とちぎ未来クラブ」（会長　栃木県知事）の運営により、結婚支援の総合窓口「とちぎ結婚
支援センター」を運営。平成29年11月には小山市に、平成30年3月には那須塩原市に結婚支援センターを増設した。

（市の活動）
　とちぎ結婚支援センターに負担金を支出した。
佐野市の地域結婚サポーターが主催する婚活イベントの後援や周知を行った。
※ただし令和元年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止に伴い、3月1日に予定されていた婚活イベントは中止した。

作成日
事務事業マネジメントシート

任意的事業

こども課

政策体系コード 3211

直営

鈴木秀明

市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

健やかで元気に暮らせるまちづくり

　平成29年1月開所した「とちぎ結婚支援セン
ター」に負担金を支出する。
　「とちぎ結婚支援センター」は
①マッチングシステムによる会員登録制の
パートナー探しのサポート
②出会いイベント等による婚活支援
③地域結婚サポーター及び企業内結婚サ
ポーターによる婚活支援
を実施し、幅広い出会いの機会の創出や結
婚・交際に関する様々な相談ができる総合的
な窓口であること目的とする。

担当
組織

担当部

6

目

参画事業

事
業
区
分

158

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 158
196

千円県支出金

196

活動指標

地域結婚サポーターの人数

目
的

市民(20歳～49歳の男女)

成果指標

結婚を望んでいる未婚者

千円

Ｈ２９年度（実績）

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

①こどもが心身ともに健やかに成長できるよう
にする。
②安心して、妊娠、出産と子育てをすることが
できるようにする。

結婚、妊娠、出産、子育ての希望をかなえる。

妊娠届出数

Ｈ３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 負担金

投
入
量

財源内訳 単位

事業費

158負担金

項目

327

Ｈ２９年度
（実績）

6

上位成果指標

事業費

負担金

196
項目

単位

人

単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

単位

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｈ２９年度
（実績）



受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　参画する全市町に対し、求められる負担金を交付する事業のため、受益者負担を求める事業では
ない。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

×〇

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果

コスト

向
上

維
持

× ×

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

こども課 担当係 こども育成係とちぎ結婚支援センター運営参画事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

こども福祉部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
　20～30代の未婚者の8割程度が結婚を望んでいる一方、幅広い出会いの機会の創出や結婚・交
際に関する様々な相談ができる総合窓口の設置が求められていることから、栃木県全体で結婚支
援に取り組むため、とちぎ結婚支援センターが設置されたことを受け、事業が開始された。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

　本事業を取り巻く環境は、今後も厳しい状態にあると考えられ、また、結婚に対するニーズも多様
化することが想定される。

　議会から、結婚支援事業実施に対する要請がなされている。

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

　県が主体で実施している事業であり、各市町の状況に即した負担金を交付しているため、削減の
余地はない。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

　とちぎ結婚支援センターの周知が進み、センター登録者が増加することで、成果向上が期待でき
る。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

　結婚の支援をすることが出生率の増加に繋がるものと考えられ、少子化対策の一環となるものと
想定される。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

　県内での活動に市が参画することにより、市民の結婚意欲の向上に繋がれば、市の少子化対策
にも繋がるため、市が行う必要がある。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

　県や市町が参加しており、広域で婚活を支援することは出会いの機会を創出する上で重要であ
る。

市が行わなければならない

現状維持（従来通り実施）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

　とちぎ結婚支援センターの活動が終了を迎えた場合には、本事業も終了となる。

維持

効
率
性
評
価
公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？



年 月

年度

３

２

１

１ 市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

実施方法

委員報酬委員報酬

事業費

365205

項目

365

Ｒ１年度（実績）

205

71.2

14,066

9,941

3

H27年度～　　年度
リーディングプロジェクト

事務事業名 子ども・子育て支援事業計画推進事業

基本目標

政　　策

一般

単年度繰り返し

施　　策

2 子ども・子育て支援事業計画推進事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

5651

款

3
80

305305

3
80

項目

単位

742

Ｈ２９年度
（実績）

365

793 690件

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

政策
体系

予算
科目

1

76.0

365

Ｒ３年度（目標）

365
365

項目

令和

事業費

910

Ｒ２年度
（目標）

900

子ども・子育て支援法
子ども・子育て会議条例

80 40
305 153
404トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

170
649

3人

時間

983

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

日

担当課

担当課長名

Ｒ２年度（目標）

75.0

236

該当なし

Ｒ３年度
（目標）

継続事業

一般事業

13,747

90.3 97.2 97.3

Ｒ２年度
（目標）

子育てを楽しいと感じることの
方が多い保護者の割合

％

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

98.3

％ 65.3

3

358 670

3

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

安心して子育てのできるまちづくり

予算細事業名

こどもの健やかな成長と子育て支援

少子化対策の推進

1

根拠
法令

条例等

世帯

14,337

１．事務事業の現状把握【DO】

子育てに負担や不安を感じている保
護者の割合（未就学児、小学生）

Ｒ３年度
（見込）

205

9,681

Ｒ１年度
（実績）

90.7

子育て世帯数（中学生まで） 9,899

Ｒ２年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

人

13,420

対象指標

会議出席委員延べ人数

人

27

Ｒ１年度
（実績）

こども福祉部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

3

40

こども育成係

Ｒ３年度
（見込）

2

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（見込）

40

2

42 42

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

9,497

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

2

担当係

「佐野市子ども・子育て会議」の開催
　第1回　7月10日、　第2回　10月23日、　第3回　2月17日
第1回の会議で、会長・副会長の選出、平成29年度の子ども・子育て支援事業計画の点検及び評価
を行い、第2期佐野市子ども・子育て支援事業計画の策定について意見を伺った。
第2回の会議で、「第2期佐野市子ども・子育て支援事業計画（案）」及び「第3期佐野市ひとり親家庭
等自立促進計画（案）」について意見を伺った。
第3回の会議で、特定教育・保育施設の利用定員の設定について意見を伺った。

作成日
事務事業マネジメントシート

任意的事業

こども課

政策体系コード 3211

直営

鈴木　秀明

市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

健やかで元気に暮らせるまちづくり

「佐野市子ども・子育て会議」で、「佐野市子ど
も・子育て支援事業計画」の進捗状況や問題
点の把握を行い、計画の円滑な推進を図り、
子育て環境の充実を図る。

担当
組織

担当部

2

目

審議会・協議会等運営事業

事
業
区
分

334

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 334
99

千円県支出金

99

活動指標

子ども・子育て会議の開催

目
的

中学校終了前児童数

成果指標

子ども
子どもの保護者

千円

Ｈ２９年度（実績）

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

結婚、妊娠、出産、子育ての希望をかなえる

子どもが心身ともに健やかに成長できるような
環境が整備されることの見通しが立つことによ
り、安心して、妊娠、出産と子育てができるよう
になる。

妊娠届出数

Ｈ３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 委員報酬

投
入
量

財源内訳 単位

事業費

334委員報酬

項目

670

Ｈ２９年度
（実績）

3

上位成果指標

事業費

委員報酬

99
項目

単位

回

単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

単位

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｈ２９年度
（実績）

61.3



受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者が特定されないため、受益者負担を求める余地はない。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべ
き課題（壁）とその解決策

×〇

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果

コスト

向
上

維
持

× ×

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

こども課 担当係 こども育成係子ども・子育て支援事業計画推進事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

こども福祉部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
佐野市子ども・子育て会議により「佐野市子ども・子育て支援事業計画」の策定について調査、審議
を行い、平成２７年３月に制定した。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

平成２７年度からの子ども・子育て関連３法の施行に伴い、幼児期の教育・保育、地域の子育て支
援を総合的に推進することになった。

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

委員報酬のみの事業費であり削減できない。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がない
理由・
改善案

事業を進めるうえで必要な回数、子ども・子育て会議を開催した。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びつくが見直しの余地が
ある

理由・
改善案

子育て環境の充実を図り、計画的な子育て支援を行うことを目的とするため。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

子ども・子育て支援法により、市は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制を確
保することが義務づけられている。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

子ども・子育て支援事業計画に記載している内容は、幼児期の学校教育、保育、地域子ども・子育
て支援事業計画に係る需要量の見込み、提供体制の確保の内容及びその実施時期であり、子ども
とその保護者が安心して過ごせる場の提供となっているため妥当である。

市が行わなければならない

現状維持（従来通り実施）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

この事業は、子育て支援のために実施するものであるため、制度の変更がない限り継続する。国の新しい制度ができた場合、廃止でき
る。

維持

効
率
性
評
価
公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？
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